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部や新聞局が担うようになった時期を除いて，すなわち 1950 年代から 60 年代，さら
に 80 年代以降は総統府が担ってきた。また，外交と宣伝については政府のみならず







派との連携などが行われた。さらに，1957 年 3 月には文化宣伝業務の一切を一元的
に策定，指導する「中央宣伝工作指導委員会」が形成された。
















日本を対象とした事例として，1963 年から 64 年における日華断交が危機にあった時
期，また，新しいリーダーとして蒋経国が登場した 1970 年代におけるメディア統制
が挙げられた。また，在外華僑を通じた対日工作の事例としては，香港などでの出版
物，日本における「中国」（中華人民共和国のことなのか中華民国なのか），1967 年
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11 月の蒋経国の訪日報道などが挙げられる。講演ではそれぞれの事例について詳細
な分析が示された。
李登輝時代には，親日的な台湾イメージを形成するために「李登輝」という財産が
活用された。1994 年以降，日本の雑誌や新聞記事において，政治改革など変革を推
し進めるアジアの「強いリーダー」としての李登輝のイメージ，また，日本語教育，
軍隊経験，日本語を母語として操るという植民統治の影響が刻まれる自らの経歴，個
性，立場をフル活用した親近感を創出した。
以上をまとめると，外交と宣伝とは日台関係において強く作用するソフト・パワー
であり，外交関係なき外交活動において活用されてきたものである。また，宣伝と世
論については，メディア統制が主流であった時代には，台湾の国内世論を通じた国内
の安定化，在外華僑の支持を通じた台湾国内，海外各国での影響力，さらに，各国世
論を通じた台湾国内への影響が見られた。他方で，リーダーの世代交代などに伴い関
係チャネル再編とシンボルや共通する価値の創出の重要性が高まっている中，メディ
ア統制力の低下と企業間関係の増大などを含めた問題点も指摘される。
（文責：小尾　美千代）
